
対 談

自治体施策西東◆環境・エネルギー施策の今

新電力会社による
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札幌市時計台のすぐ近くに、2018年10月に
グランドオープンしたさっぽろ創世スクエ
ア。オフィスや北海道テレビ放送（HTB）、
札幌文化芸術劇場hitaruや図書・情報館など
の公共施設が集約された複合施設である。ビ
ル側で非常用発電機を所持するとともに、中
圧ガス管をつないだコージェネレーション活
用の地域熱供給を採用しており、災害時でも
機能継続が可能。文化発信基地としてだけで
なく、環境や防災にも役立つ施設として、市
政や市民に貢献している。
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「熱供給」誌を新たに定期購読ご希望の方は、当協会ホームページよりお申込みください（送料含み無料）。
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“地域熱供給”のバーチャル工場見学サイトが開設されました！



さっぽろ創世スクエアの地下 1階から地上 7階には北海道テレ

ビ放送（HTB）が入居している。そのエントランスにあるのが「on

ちゃんテラス」だ。on ちゃんは人気バラエティ番組「水曜どう

でしょう」をきっかけに異例の全国的人気を得たHTBのマスコ

ット。建設時にエントランス広場の愛称を募集したところ全国か

ら 650 件の案が集まり、「on ちゃんテラス」が生まれた。

on ちゃんテラスはHTBの朝の情報番組「イチモニ！」等の生

放送や各種イベントに使用されるほか、季節ごとに飾り付けが変

わる on ちゃんのオブジェや、ここでしか買えない on ちゃんグ

ッズの販売等があり、ファンにはたまらない場所となっている。

黄色い壁も鮮やかで、訪れるだけで気分が明るくなる空間。ま

た気軽に旅ができる時期が来たらぜひ立ち寄って、on ちゃんと

記念撮影をしたい。札幌旅行の思い出がさらに輝きを増しそうだ。
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札幌市営地下鉄「大通」駅から西2丁目地下歩道直結、
JR「札幌」駅南口より徒歩9分
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onちゃんテラス

onちゃんテラス（HTBエントランス）

住　所：	北海道札幌市中央区北1条西1丁
目6	さっぽろ創世スクエア1F

開館時間：	平日7:30〜 19:00
　　　　　土日祝日10:00〜 17:00
お問い合わせ先：011-233-6600
　　　　　　　　（HTB広報お客様センター）

https://www.htb.co.jp/
（HTB北海道テレビ放送）
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主な研究テーマを教えてください。
小柳　高校生の時に「環境に配慮した

都市をつくりたい」と思い、建築・都

市環境工学の分野で、省エネルギー・

省CO2の研究を続けてきています。大

学生や、前職のゼネコンの時代は分

散型エネルギーのシミュレーション

等による省エネが主な研究テーマで

したが、2018 年に大学に移ってから

は需要側の省エネを主なテーマに、

毎年 3〜 4の研究をしています。

研究の原点は何ですか？
小柳　私は東京の多摩地区で生まれ

育ち、小学生の頃から虫や魚などを

採るのが大好きでした。でも、その

土地がお金のために簡単に宅地に変

わっていく様を目の当たりにして、

子ども心にすごく悲しい気持ちを味

わいました。その体験が都市と環境

を考える原点になっています。

昨今の取組みを教えてください。
小柳　昨年から、省エネのためにも

有効な手段であるコンパクトシティ

化において、どこに集約させるとよ

いのかを検討するために、GIS（地

理情報システム）を活用した空き家

予測システムの開発を始めました。

今年は新型コロナウイルス対策を考

慮した換気方法の研究も行なってい

ます。感染リスクを低減させるのに

必要な換気量と窓を開けた時の温度

低下のバランス等の研究です。

今後の展望をお願いします。
小柳　最終的には人工知能（AI）

でエネルギーの供給側と室内環境の

両方を同時に制御するシステムをつ

くりたいと考えています。やはり供

給側でいくら頑張っても需要家側で

制御できていなければ省エネになり

ません。そのために毎年の研究の成

果を次の研究テーマの設定につなげ、

積み上げていきたいと思います。

伝えたい熱がある。研究者の原点⑨

大好きな虫や魚がいる地域が宅地に変わっていく様を目の当たりにして環境を意識

INTER
VIEW

北 海 学 園 大 学 教 授 

小 柳
秀 光
Koyanagi�Hidemitsu
1972 年生まれ。1997 年早稲田大学大
学院理工学研究科建設工学専攻修士課程修
了、大成建設株式会社入社。技術センター
にて主に建築・都市の省エネルギー、省
CO2 に関する研 究に従事。2015-2016
年米国ローレンスバークレー国立研究所留
学（人工知能に関する研究に従事）。2018
年より北海学園大学。現在に至る。主
な 受 賞 に 7th	International	Symposium	
on	Environmentally	Conscious	Design	
and	Inverse	Manufacturing,	Best	Paper	
Award,	2011年（共同受賞）等。博士（工学）。

※撮影時のみマスクを外しています
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合津	美智子
（パシフィックパワー㈱	代表取締役社長）

原	正樹
（湘南電力㈱	代表取締役社長）

［司会］当協会広報部

（一社）日本熱供給事業協会が

2020年2月に発表した「地域熱供

給の長期ビジョン」。2050年の地

域熱供給（地域冷暖房）の姿として、

DTS（District Total Service：地

域総合サービス事業）への進化を

打ち出しました。近年設立が進む新

電力会社は、すでに各地で、エネ

ルギービジネスを核として地域の活

性化や事業の多角化等を進めてい

ます。今回はその先駆けである新電

力会社2社の代表にご対談をいた

だきます。

▶	事業のご紹介をお願いします。
合津　私どもパシフィックパワーは

この 10 月から 8 期目に入った会社

です。パシフィックコンサルタンツ

という建設コンサルタント会社の

100％子会社で、地域振興を目的に、

地方自治体と共同出資で自治体新電

力の会社を設立して、その後の運営

支援をすることを主業としています。

　パシフィックパワーの設立は、親

会社のパシフィックコンサルタンツ

が 70 年間、国や行政の事業を支援

してきた中で、人口減少とともに公

共事業の予算も減ってきている状況

から、地域活性化の取組みが必要と

考え、それをエネルギーの側面から

支援するということを、電力システ

ム改革をきっかけにやってみようと

いうことで設立されました。現在、

全国 60 社ほどある自治体新電力の

うちの 13 社を私どもが設立、出資、

支援をさせていただいております。

最終的には、エネルギーに限らず、

地域課題の解決を含めた地域マネジ

メント事業といったところまで拡大

していくことを目指しています。

原　私どもは小田原ガスという都市

ガス会社が本業で、3.11 東日本大震

災をきっかけに電力事業に参画する

ようになりました。

　地震そのものの被害は大したこと

がなかったのですが、福島第一原発

の事故に伴う計画停電により、地域

の特色であった食文化・観光文化が

大打撃を受けました。自分たちが暮

らす地域から 300㎞も離れた場所で

起きたことが原因で、生活が立ち行

かなくなることがあるのだと思い知

りました。それで、エネルギーに関

しては地域で自立を図ろうと考え、

最初に「ほうとくエネルギー」とい

う発電会社を、地元の色々な民間事

業者さまの出資を得て設立しました。

現在、市内の山あいに設置した約２

MW のメガソーラー運営が主たる

業務です。小田原市は出資していな

いのですが、学校等を含む所有施設

の屋根に太陽光発電を載せていただ

いたりしています。

　その後、エネルギーの地産地消の

「地消」についても何とか形にした

いと考えまして、都内でエネルギー

マネジメント事業を手掛ける「㈱エ

ナリス」が設立し、平塚市のサッカ

ークラブ・湘南ベルマーレが運営母

体となっていた湘南電力に着目しま

した。神奈川県の各地から集めてき

た電力を販売して、その利益の中か

らベルマーレの活動を支援するとい

う電力会社でした。そのようなベル

マーレを中心とした循環型の仕組み

が我々の理想に近かったので、相談

をしまして、ほうとくエネルギーの

出資会社からインフラ系の会社と、

元々の母体であった湘南ベルマーレ

などが株式の 80％を取得し、小田

原資本による新生湘南電力が誕生し

ました。ほうとくエネルギー設立か
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（左）合津氏、（右）原氏

対　談 ◆ 新電力会社による地域サービス戦略と脱炭素への取組み

ら 5 年かかりましたが、2017 年に

ようやくエネルギーの地産地消の形

ができました。

▶	脱炭素の取組み、地域活性化に
関する取組みを教えてください。

合津　自治体新電力は、地域のゼロ

カーボンを達成する実行部隊として

期待されており、環境省や経済産業

省など行政からだいぶ後押しをいた

だける位置付けになってきています。

私たちが自治体新電力を立ち上げた

亀岡市、湖南市でも、エネルギー施

策の中核に自治体新電力を位置付け

て進めていくと表明しています。

　千葉県睦沢町の「CHIBA むつざ

わエナジー」も私どもが立ち上げた

自治体新電力で、一昨年の台風の時

の広域停電で注目を浴びました。道

の駅と三十数軒の住宅を開発したエ

リアに自営線によってマイクログリ

ッドを整備し、このエリアで採れる

天然ガスを使ったコージェネレーシ

ョンや太陽光発電を電源に電力の供

給をしています。廃熱は道の駅の温

浴施設で使っていまして、広域停電

の時は地域住民の皆さんに無料開放

をして、携帯電話の充電や、シャワ

ーに利用していただきました。大行

列をなす状態になり、皆さまにだい

ぶ喜んでいただけた事例となってい

ます。

原　自営線導入というと、相当ハー

ドルが高いですよね。

合津　CHIBA むつざわエナジーの

場合はとても小さなエリアなので、

それほど大きな金額ではなかったの

ですが、経済産業省から整備費の

2/3、睦沢町から 1/3 をいただき、

整備することができました。ここの

収益は地域に還元する形なので、実

質的には町にお返ししていくことに

なります。その構造があったので、

町も補助ができたという側面があっ

たかと思います。

原　なるほど。

合津　そのような新電力会社と少し

形態が違うのは、東北で立ち上げた

「そうまⅠグリッド」という会社が

あります。こちらは IHI さんと一緒

に太陽光発電と蓄電池でマイクログ

リッドを構築している事例です。

IHI さんの研究という位置付けがあ

り、各種機器も IHI さんが所有する

形で実現しています。ただ、蓄電池

はまだ高額で採算が合いません。そ

の代わりになるような、需要に合わ

せられる電源がないと難しいので、

都市ガスを使ったコジェネが使える

といいなと常々思っているところで

す。しかし地方都市というのは、都

市ガスがあまり整備されていなくて、

プロパンガスだと採算が難しくて実

現ができていません。その地域にあ

る工場の自家発電機等をシェアリン

グで使うことができないか、といっ

たことを今考えています。

原　湘南電力では、電気料金の 1％

を地域応援メニューとして地域の

様々な課題解決や、地域活性化に取

り組む団体さんへの支援に活用させ

ていただいています。特に「子ども

食堂」を応援するプランは大きな反

響をいただきまして、我々にとって

も大きな励みになっています。

　あと、神奈川県と連携をして、「0

円ソーラー」というメニューを展開

しています。神奈川県の再生可能エ

ネルギーの導入促進のための事業で、

我々としては地域電源を少しでも増

やしていきたいという目的があり、

湘南電力と電力供給契約を結ぶこと

を条件に、お客さまの自宅に初期費

用をいただかずに太陽光発電システ

ムを設置しています。主に 10 年間

の契約期間で、月々の電気料金から

設置費用を回収し、契約期間が終わ

れば、太陽光パネルは無償譲渡する

という仕組みです。さらには、0 円

ソーラーのお客さまが自家消費され

る分から環境価値を私たちが回収し、

J- クレジット（国の温室効果ガス認

証クレジット）化して、地域のレス

トランやお菓子屋さんにご購入いた

だく「湘南のカーボンフリー」とい

うメニューも始めたところです。カ

ーボンフリーメニューをご購入いた

だいた店舗の商品は、CO2 排出を

オフセットすることができ、対外的

な PR も可能になります。さらに店

舗の方には、0 円ソーラーのオーナ

※撮影時のみマスクを外しています
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ー向けに 1 ドリンク無料券などの特

別クーポンを発行していただきます

ので、お客さま同士が顔の見える関

係になっていけるような仕掛けにな

っています。エネルギーをツールと

したまちづくりということを意図し

ています。

合津　すごいですね。私どもはまだ

そのようなことがなかなか出来てい

ないのです。

原　私どもも始めたばかりで、まだ

まだこれからの面があります。

　あと、湘南電力への出資会社に、

EV カーシェアリングを事業とする

REXEV という会社があります。湘

南電力の再生可能エネルギー由来の

電力で走ることで環境貢献をするこ

と、そして動く蓄電池として活用で

きることで災害対応にも貢献します。

ゆくゆくは系統電力との需給バラン

スの調整に EV を活用するといった

コンセプトも持っていて、一緒にエ

ネルギーマネジメントの取組みをや

っていこうとしています。

合津　私たちもカーボンニュートラ

ルの取組みを進めていこうとしてい

る中で、すぐに着手できるという観

点から太陽光発電を増やしていこう

と考えています。同時に蓄電池も導

入してエネルギーマネジメントもや

るという取組みです。

　その一方で、「こなんウルトラパ

ワー」では ESCO 事業に取り組ん

でいます。王道ではありますが、省

エネと創エネの 2 本柱を展開してい

こうとしています。本当は REXEV

さんのカーシェアリングのような事

業もやりたいなと思って検討をした

りもしていたのですが、まだ実際に

動かすところには至っていません。

▶	自治体との協力関係について
教えてください。
合津　パシフィックコンサルタンツ

は長いお付き合いがある自治体が多

いので、そういう中でご提案をして

います。中には地元企業も出資して

いる会社もありますが、社長が交代

して自治体新電力会社との連携が上

手くいかなくなる可能性もあります

ので、自治体のエネルギー施策を推

進する目的から外れないようにする

ためにも、できれば資本の過半数を

入れたほうがいいということもご提

案しています。また、公共施設の電

気料金を下げることだけを目的とす

るのではなく、あくまで地域振興を

目指すという志しを共有できる自治

体と一緒に事業を立ち上げてきまし

た。

　例えば、こなんウルトラパワーへ

の市の出資率は 50％を超えていま

す。人口 5 万人の湖南市の自治体新

電力会社ですが、自治体にエネルギ

ー専任の人がずっと配置されていて、

二人三脚でやってきています。市が

実施したいエネルギー政策をどのよ

うに実現に移すか、この補助金を使

ってこれをやろうといったことなど、

会議を頻繁に開いて実行しています。

原　私たちの場合は、市の出資を仰

がない、と決めていたわけではなく、

結果的にそうなった、という経緯で

す。湘南電力は、地域の電力、ガス、

水、交通、衛生など色々なインフラ

会社が出資会社となっていますので、

小田原にシュタットベルケのような

ものをつくれるポテンシャルがあり

ます。しかし、本家本元のシュタッ

トベルケは自治体が出資をしていま

す。地域住民の信頼や事業の継続性

ということからいっても、市が相応

の出資をして運営をしていかないと、

所詮、利益を追求する会社、ビジネ

スだとしか見られなくなってしまう

ところがあります。ですので、いつ

かは自治体の出資を得て行政とのコ

ラボレーションを形にしなければな

らないと思っています。ただ、その

形になることで、意思決定が遅くな

る可能性もあるので、その辺りは課

題かなと思っています。

合津　そこを上手く進めていくのが、

パシフィックパワーが手がける自治体新電力13社 湘南電力のサービスモデル

東　北 東　京 中　部 関　西

中　国 四　国 九　州

宮城県加美町 福島県相馬市 千葉県睦沢町 静岡県掛川市 滋賀県湖南市 京都府亀岡市

鳥取県南部町 島根県奥出雲町 高知県
須崎市・日高村 福岡県田川市 熊本県小国町 長崎県佐世保市 長崎県南島原市

自治体

社　名

設　立

資本金

自治体

社　名

設　立

資本金

かみでん
里山公社

そうまⅠ
グリッド

CHIBAむつざわ
エナジー

かけがわ
報徳パワー

こなん
ウルトラパワー

亀岡ふるさと
エナジー

南部だんだん
エナジー 奥出雲電力 高知ニュー

エナジー
Coco テラス
たがわ

ネイチャー
エナジー小国

西九州させぼ
パワーズ ミナサポ

H30年4月

900万円

H29年 3月

990万円

H28年 6月

900万円

R2年 7月

2,990万円

H28年 5月

1,160万円

H30年 1月

800万円

H28年 5月

970万円

H28年 6月

2,300万円

R2年 6月

600万円

H29年 6月

870万円

H28年 8月

900万円

R1年 8月

3,000万円

H30年 10月

500万円

パシフィックパワーが手がける自治体新電力13社

No.

No.

神奈川県内のみ

湘南地域の需要家様

電力
供給

電気
料金

地
域
貢
献
活
動

湘南電力 パートナー企業・団体

収益の一部（1％）を還元

・高圧＝契約電力量30,738kW、法人顧客数135社
・低圧＝契約電力量16,671kW、顧客数3,207件
・年間販売量＝91,756千 kWh（いずれも2021年 3月現在）

地産地消
湘南電力は神奈川県内で発電された電
力を積極的に調達し、神奈川県地域の
企業等（電力消費者）に電力を安価に
供給する。

地域貢献
湘南電力は事業収益性の一
部を地域パートナーに還元
し、地域活性化に貢献する。

パートナー企業・団体の
地域活性化活動に使われます

電気代が地域循環することで地域が活性化していく仕組みを創出する
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合津	美智子	氏　略歴
Gouzu	Michiko	

お茶の水女子大学理学部数学科卒業。東京電
力㈱に入社し配電設備計画、電力設備システ
ムの研究開発等に携わった後、東京電力の社
内ベンチャー制度を活用したベンチャー会社
を立ち上げ代表取締役となる。その後東日本
大震災を契機に復籍した東京電力を退職し、
パシフィックコンサルタンツ㈱に入社。新規事
業として自治体新電力事業を主体とするパシ
フィックパワー㈱の設立を主導し、2015 年 4
月代表取締役副社長、2020 年12 月に代表
取締役社長に就任し、現在に至る。

原	正樹	氏　略歴
Hara	Masaki	

1994 年駒澤大学卒業。2004 年小田原ガス
㈱入社、2014 年より代表取締役社長、西湘
ガス産業㈱代表取締役社長。その間、2012
年ほうとくエネルギー㈱を設立し、取締役就任。
また、2016 年ほうとくソーラー 2 ㈱代表取
締役、2017年湘南電力㈱代表取締役社長就
任。現在に至る。小田原箱根商工会議所エネ
ルギー・環境委員会委員長（2014 年〜）、（一
社）日本ガス協会理事（2016 年〜）や、FM
おだわら㈱取締役（非常勤、2020 年〜）、出
雲浄水㈱代表取締役（2021年〜）も務める。

私たち事業パートナーの役割と思っ

ていますが、確かに意思決定に時間

がかかるという傾向はありますね。

原　その代わり、ということではな

いですが、小田原では、地元の脱炭

素に向けた取組みの中、小田原箱根

商工会議所の会頭の発案によって、

地域ぐるみで気候変動に対処してい

こうということで、小田原市長、箱

根町長、両市町の議会議長、自治会

連合会会長等 7 団体共同で、「小田

原・箱根気候変動ワンチーム宣言」

を行ないました。その一環で、省エ

ネについては市町と商工会議所が連

携して、補助金なども活用しながら

約 3,000 社の会員企業様の既存設備

の更新を促したりしていこうという

動きが立ち上がったところです。官

民連携の形がより深まってきていま

す。

合津　小田原市くらいの大きな自治

体になると、自治体の資本参加の下

で新電力をやっていくのはとても大

変だと思います。私たちの自治体新

電力で人口規模が一番大きな佐世保

市は 25 万人ですが、個人的には自

治体新電力は 10 万人前後の自治体

がやりやすいかなと感じています。

原　佐世保市の西九州させぼパワー

ズの市の出資率は 90％あるんです

ね。すごいですね。

合津　そのくらいの出資率があれば、

自治体新電力が、市が本当にやりた

いことをやらせるためのツールのよ

うな位置付けにできて、堂々と色々

な市の支援を受けながら事業を推進

することが可能になります。ちなみ

に社員はまだいないので、パシフィ

ックパワーが全面的に支援をしてい

ます。

原　パシフィックパワーさんのよう

な地域外の方が入って、地域内各所

の調整をしていくというのは、方針

等をまとめやすい場合もありそうで

すね。

合津　私たちはメーカー等ではなく、

コンサルタント出身の会社なので、

調整役には適任です。西九州させぼ

パワーズも、収益が大きくなってき

たら人材を採用する計画ですが、そ

れまでは今の体制で実績をつくって

いくのではないかと思います。

▶	地方で地域熱供給の導入が進む
には、どうしたら良いでしょうか。
合津　熱に限らず、総合エネルギー

会社という形など、もう少し幅の広

い事業体として見られるのであれば、

熱の需要密度が高くない地方都市で

の普及の道もあるかもしれないとは

思います。面的なエネルギー利用と

いうよりも、未利用エネルギーを上

手く使っていくような形です。未利

用エネルギーはそれほどボリューム

があるわけではないので、庁舎を中

心とした小エリアだけを対象にする

ような形などであれば、可能性があ

るかもしれないとは思います。

原　現在、新電力の会社は、自治体

型、民間型を含めて増えてきていま

すが、その地域の中だけで電力なり、

熱なりを完全自給できるかというと

なかなか難しいです。ですから、最

終形は地域と地域をつなげていく地

域間連携ということが必要になって

きます。例えば、こちらは雨が降っ

ていて発電できないけれど、あちら

は快晴で発電ができる。それを地域

間で融通する仕組み、つなぐ仕組み

を考えていくことは、これから必要

になってくると思います。そのつな

ぎ手に熱供給事業者のような会社が

入ってくる可能性もあるかもしれま

せん。

合津　今は環境省も電力の脱炭素化

に注力していますが、ある程度進捗

してくると、熱の脱炭素化の問題が

残っていることが見えてきて、注目

されると思います。その時がチャン

スになるかもしれないですね。

原　電力やガスはツールであって、

皆さんが最終的に使うエネルギーの

形は冷暖房等の熱であることが一番

多いわけです。その効率化というの

は、地方でも市場があると思います。

対　談 ◆ 新電力会社による地域サービス戦略と脱炭素への取組み
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大局にみる2021年
2020 年に続き新型コロナウイルスの感染拡大が猛威

を振るった 2021 年であるが、今一度大局的な視点で変

革期にある「2021 年」を考えてみたい。

図1には温室効果ガスの主要因である CO2 排出量 1）2）

と、総人口の推移 3）および、人口の将来予測 4）を示す。

戦後、「団塊の世代」が原動力となって経済成長を成し

遂げ、勢いそのままに CO2 排出量も右肩上がりの軌跡

を描く。筆者を含む「団塊ジュニア」が現役世代となる

1990 年代以降は人口、CO2 排出量ともほぼ横ばいの状

態が続いているが、さらに今後の人口予測と CO2 排出

量 の 削 減 目 標（2030 年、2050 年 ） を 落 と し 込 む と、

2005 年前後を境にともに左右対称に近い形状となる。

今後、デジタルネイティブな現在の学生ら Z 世代が社

会の現役世代となる時代には、戦後の右肩上がりの傾き

とほぼ真逆の傾きで CO2 排出量を減らす必要があり、

現在はその急激な変化の入り口にあることがわかる。

現代の都市の拡大は、産業革命以降の石炭・石油等の

化石エネルギーの利用から始まるが、図1の波の意味

をよりマクロで捉えるならば、現在でも地域熱供給（地

域冷暖房）の主エネルギー源となっている化石エネル

ギー利用の意味そのものを考える必要がある。

学生との間で交わされる愚論に、地球誕生を 1 月 1

日 0 時とし、地球の歴史（46 億年）を 1 年間に圧縮

して例える話がある。その 365 日の中で光合成が始ま

今後、確実にかつ加速度的に迎える人口縮小社会。その導入期にあるこの1年で新たに生まれた新目標、2030年
温室効果ガス46%削減、2050年カーボンニュートラル宣言は、社会に大きなインパクトを与えた。今後訪れる変革
期においては、地域熱供給ビジネスのあり方も社会情勢に併せて緩やかに変化していくことが求められる。全3回
の新連載「脱炭素時代の都市構造と地域エネルギービジネスの展望」の第1回となる本稿は、「エネルギーとDX
から考える脱炭素時代の都市構造」と題し、新型コロナウイルス感染拡大を経た社会の現状認識と、今後の日本
の都市像を大局的な視点で展望する。そして続く第2回第3回にて課題の整理、今後の地域エネルギービジネスの
あり方を考えていきたい。

図1　日本のCO2排出量と総人口

「団塊の世代」の20～64歳期間

二
酸
化
炭
素
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※2 第203回臨時国会所信表明では温室効果ガス排出を全体としてゼロにする宣言が
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新連載　脱炭素時代の都市構造と地域エネルギービジネスの展望

エネルギーとDXから考える
� 脱炭素時代の都市構造

第
１
回

大橋�巧
摂南大学	理工学部	住環境デザイン学科	准教授
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ったのが 3 ～ 5 月頃に対し、化石エネルギーを本格的に

利用し始めた産業革命は、12 月 31 日午後 12 時 59 分 59

秒。つまり我々人類は、「地球が過去長い年月をかけて

蓄積した太陽エネルギー」ともいえる化石エネルギーを、

ほんのわずかな瞬間で消費していることになる。この副

作用が CO2 の大気への放出による急速な温暖化であり、

エネルギー調達および環境負荷の両面で、いかに不安定

で持続不可能な営みであるかがわかる。これを克服する

には、太陽エネルギー（1 ～ 2 時間で地球に降り注ぐ量が、

全世界の 1 年分のエネルギー消費に相当するといわれ

る）を源とする再生可能エネルギーへの転換が急務であ

ることは明らかであり、必然の要求が 2050 年カーボン

ニュートラルとなる。

学生と日々接する中で感じるのは、Z 世代はこの感覚

に敏感であり、次の時代を担う彼らの肌感覚を決して無

視してはならない。地域熱供給の今後を考える時も、例

えば、図1に過去の全国の販売熱量の推移を重ね合わ

せた上で、将来をイメージする想像力が必要だ。

DXが都市構造にもたらす影響
ここ数年来、外国を旅しながら IT 職などで働くデジ

タルノマド、特定のキャンパスを持たず、学生は世界各

国の都市に移り住みながらオンラインで授業を受講する

ミネルバ大学、観光地やリゾート地で働きながら休暇を

とるワーケーションなど、DX（デジタルトランスフォ

ーメーション）技術を基盤とする新しい働き方や学び方

が注目を集めている。

今回の新型コロナウイルス感染拡大を機に、テレワー

クによる勤務スタイルが一気に定着した。総務省の人口

動態調査によると 2020 年に 0.37% だった東京圏（埼玉、

千葉、東京、神奈川）の人口の伸び率は、2021 年には

0.07% と一気に縮み、この縮小はテレワークの普及が一

因と分析されている。

今後さらに身体・認識・知覚といった人の能力を拡張

するデジタル技術が発達し、人と人との直接的コミュニ

ケーションも含めて、仮にオンラインでの効率性が勝る

ようになったとき、業務用途が集積する都心部のあり方

は激変する可能性さえ秘めている。この動きが国際的に

広がれば、遠隔移民・テレマイグランツ（Richard 

Baldwin）が増え、低賃金の国の優れた人材を物理的な

距離を超えて雇うという、これまでとは全く違った社会

像も現実味を帯びてくる。デジタルネイティブな Z 世

代は、それを受け入れるためのハードルも低い。

ライフスタイル・都市構造とCO2排出量の関係
ここでは、CO2 排出の少ないライフスタイル・都市

構造とはどのようなものかを定量的に考えてみる。

国立環境研究所の温室効果ガスインベントリオフィス2）

によると 2019 年度の CO2 排出量の部門別シェア（電気・

熱配分後）は、産業部門 34.7%、運輸部門 18.6％、業務

その他部門 17.4%、家庭部門 14.4％などとなっている。

目指すべきカーボンニュートラル社会の実現に向け、ど

のようなライフスタイルや物理的な都市構造が CO2 排

出量の低減に望ましいかを考えるには、家庭での暖房、

冷房、厨房、自家用乗用車などの CO2 排出量が計上さ

れる家庭部門の分析が第一であるが、その直接的な CO2

排出量は先述のとおり全体の 14.4% に過ぎず、十分な評

価には繋がらない。日々の生活では、例えば、電車やバ

スの公共交通機関、食料の調達（内食）や外食、教育、

教養娯楽など、日常生活に付帯する間接的な CO2 排出

量も発生しており、これらも評価に加えることで、その

分析はより鮮明となる。

そこで筆者らは、AcrGIS 消費支出推計データに示さ

れる地域ごと・支出項目ごとの年間消費支出金額と、既

往研究から得られる各支出項目の直接および間接 CO2

排出量原単位等を用いることで、市町村単位で一人当た

りの直接・間接 CO2 排出量を算出する分析を行なっ

た 5）6）。分析対象は都市と農村が混在する愛知県とした。

図2　家庭の直接・間接CO2排出量内訳（愛知県）6）

その他消費支出：5％

教養娯楽：5％
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光熱・水道：
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24％

交通・通信：
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図2には愛知県全体の一人当たりの家庭の直接・間

接CO2排出量内訳を示す。円の合計は4,736㎏-CO2/人・年

となり、これは 10t 近い日本人の一人当たりの CO2 排

出量の半分程度の値を示しており、間接分を加えること

で先に示した家庭部門の直接 CO2 排出量 14.4% よりも

範囲を広げた評価が可能となっている。内訳を確認する

と、食料、光熱・水道、交通・通信で全体の約 3/4 を占

めているが、食料（内食、中食（調理食品）、外食、飲料）

だけでも全体の 1/4 あり無視できない量であることに気

づく。「エネルギーの地産地消」という言葉が現れて久

しいが、本家である農産物の地産地消も CO2 削減に大

いに寄与することを示唆している。

図3には愛知県の市町村別での家庭の一人当たり直

接・間接 CO2 排出量の試算結果を示すが、同じ県内で

もライフスタイルや都市構造の違いにより大きな差を生

み出していることがわかる。また図3は、左側より人

口の多い市町村順に並べているが、例えばここで「乗用

車」の項目を確認すると、特に人口が 5,000 人を切る町

村で大きな値を示しており、これらの地域では移動に伴

う CO2 排出が突出して高い。

ライフスタイルや都市構造が一人当たりの CO2 排出

量に与える影響を確認するため、別途、世帯人数、65

歳以上割合、人口密度等を説明変数とする回帰分析を行

なっているが、交通については人口密度が、食料と光熱・

水道については世帯人数がもっとも高い相関を示すこと

を確認しており、いずれも、住まい方や都市構造を共有

化、コンパクト化する方が CO2 排出量を小さくする傾

向がみられた。人口縮小社会におけるコンパクトシティ

の必要性が叫ばれるが、脱炭素社会を目指す上で親和性

の高い姿であることがうかがえる。

期待される都市像～分散・クラスター都市～
米国の社会学者 Mark Granovetter による仮説「弱い

紐帯の強み」。価値ある情報や発見・気づきは、家族や

友人、同僚など社会的つながりが強い人（強い紐帯）よ

り、より緩やかな関係や少し距離がある知人との何気な

い会話などからもたらされる可能性が高いという説であ

る。これは経済的な価値創造だけでなく、文化の形成や

個人の発達、さらには高齢化社会における健康寿命の向

上にも深く関係する考え方であろう。

弱い紐帯をより多く提供できる都市の形が望まれるが、

これまでは大なり小なり時間をかけ、人と出会う場（コ

図3　家庭の一人当たり直接・間接CO2排出量（愛知県の市町村別）6）
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トが起きる場）へ移動することでこの機会を得ていた。

発達した DX 技術は、大都市に住む人々がこれまで特

権的に持っていた、弱い紐帯の接触頻度の高さの優位性

を薄める可能性がある。新型コロナウイルス感染拡大以

降、オンライン上でのウェビナーやイベントが盛んに開

催されているが、DX 技術の進展により、よりリアルに

近い形でコトのギャップを埋めることができれば、身近

に魅力的な生活の場をもつコンパクトな地方都市の復権

も予見できる。

大都市はどうか。大都市の平面的拡大の変遷から振り

返ってみよう（図4（左））。終戦から高度経済成長期に

かけ、大都市への人口集中により住宅が絶対的に不足し

た。人口も CO2 排出量も増加の一途であった 1960 年か

ら 2000 年の 40 年間では、わが国の DID（人口集中地区）

面積は約 3 倍（3,866㎢→ 12,457㎢）に拡大した一方、

DID 内の人口密度は 37％減少（106人/ha→66人/ha）し

ており、DID 地区が郊外に拡大してきた歴史がある 7）。

人々は郊外に住み、昼間は都心部に通うライフスタイル

が一般化した。その結果、現在の昼夜間人口比率 8）（夜

間人口 100 人当たりの昼間人口の比率）は、首都圏を例

にすると、千代田区 1,460.6、中央区 431.1、港区 386.7

に対し、江戸川区 82.4、練馬区 83.4、葛飾区 84.1 など

となっており、同じ 23 区内でも昼間と夜間で全く趣の

異なる都市が形成され、それが当たり前のものとなった。

首都圏の通勤・通学時間は他の都市圏より明らかに長く、

文献 9）によれば、全国平均 79 分に対し、上位 4 都道府

県は首都圏に集中しており、神奈川 105 分、千葉 102 分、

埼玉 96 分、東京 94 分となっている。

緊急事態宣言による外出自粛という壮大な社会実験は、

心のどこかでこの通勤生活に違和感を覚えていた人々に、

その異様さを再認識させるきっかけになったのではない

だろうか。一方で、毎日の通勤・通学は知らず知らずの

うちによく歩くため、基礎的な健康維持に一定の役割を

果たしてきた面もある。コロナ禍での外出自粛中は、身

体活動量の低下を避けるため気分転換を兼ねてランニン

グや散歩をする人が増加したが、身近に自然や緑を感じ

る場所やオープンスペースの価値はこれまで以上に増す

であろう。

人口が縮小し、DX 技術が拡大し、脱炭素が必然とな

る時代の都市は、既存の鉄道網や人口密度の分布をベー

スに、実都市空間（フィジカル空間のレイヤー）は、次

第に図4（右）に示すかたち、もしくはより細かい単位

で分散・クラスター化し、個々のクラスターは、人間生

活のベースとなるリアルなヒトのつながりや個人を支え、

固有の文化を形成する。このフィジカル空間レイヤーに

加え、偶発的なコトの発生を補完する DX の仮想レイヤ

ーが重なる都市の姿が浮かび上がってくる。

このような都市像において、集約化された各クラスタ

ーで「強くしなやかな地域エネルギー」を支えるため、

地域熱供給に期待される役割は非常に大きいのではない

だろうか。

図4　大都市の面的広がりの変遷とこれから

1920年

昼間

夜間

1960年 2000～2020年 20XX年
分散・クラスター都市

人口密度
密 疎
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COMMUNICATION SQUARE

熱供給事業者がトップレベル事業所認定！
東京都 温室効果ガス排出総量削減義務と
　　　 排出量取引制度
この 3 月に東京都の「総量削減義務と排出量取引制度（キャップ＆トレー
ド制度）」において、当協会会員の熱供給事業者の事業所が「優良特定地球
温暖化対策事業所（トップレベル事業所）」の認定を受けました。東京都の
キャップ & トレード制度とは、そもそもどのような制度なのでしょう？
東京都環境局地球環境エネルギー部総量削減課 福地康範課長代理と小川敬
輔氏にお話を伺いました。 （左）福地課長代理、（右）小川氏

 

Q1		キャップ&トレード制度とは、どのような制度な
のでしょうか？

A1 東京都内の大規模事業所（表1）に対して温室効果

ガスの排出量削減を義務付けた制度で、2010 年 4 月か

ら運用を開始しています。義務を達成するためには、高

効率機器への更新や運用対策等の自らの削減対策に加え、

事業所間の排出量取引によって削減量を調達することも

可能であり、各事業所が合理的に対策を推進することが

できます。このようにオフィスビル等を対象とした「都

市型キャップ & トレード制度」は、本制度が世界初と

なります。

Q2		なぜこのような制度が導入されたのでしょうか？
A2 必要最小限のエネルギーで、豊かで快適な都市生活

を送ることができる低炭素型社会を実現し、それを世界

に発信することが東京自身の持続的発展につながると考

えたからです。本制度以前には、2002 年 4 月から事業

者の排出量の報告と自主的な目標を設定して取り組んで

いただく「地球温暖化対策計画制度」を運用していまし

たが、温室効果ガスの排出削減対策に取り組む事業所が

少なく、期待した効果が得られませんでした。

　そこで、5 年ごとに期間を決めて、ここまで削減して

くださいという削減義務率を定めた仕組みに改正し、皆

さまに取り組んでいただいております。現在は第 3 計画

期間（2020 ～ 2024 年度）で、27％の削減義務の達成に

向 け て 取 り 組 ん で い た だ い て い る と こ ろ で す

（表 2、図 1）。2019 年の状況では 2000 年の CO2 排出

量を 100 とした場合、全国平均の 80 を下回る 74 まで下

がっており、大きな成果を得ています。

表1　本制度の対象となる事業所

分　類 要　件

対象

指定地球温暖化
対策事業所

前年度の燃料、熱、電気の使用量
が原油換算で年間合計1,500kL
以上となった事業所

特定地球温暖化
対策事業所

3か年度（年度の途中から使用開
始された年度を除く。）連続して、
燃料、熱、電気の使用量が原油換
算で年間合計1,500kL以上とな
った事業所

対象外
※ただし、計画書
の提出・公表等
が必要（検証は
不要）

指定相当地球温
暖化対策事業所

前年度の燃料、熱、電気の使用量
が原油換算で年間合計1,500kL
以上となった事業所で中小企業等
が1/2以上所有している事業所

（	出典：東京都環境局「大規模事業所への温室効果ガス排出総量削減義務と
排出量取引制度（概要）」2021年6月を基に作成）

表2　削減義務率

区　分
削減義務率

第1
計画期間

第2
計画期間

第3
計画期間

I

I-1 オフィスビル等※1 8％ 17％ 27%

I-2

オフィスビル等のうち他
人から供給された熱に
係るエネルギーを多く
利用している事業所※2

6％ 15％ 25％

II 工場等※3 6％ 15％ 25％
※1		オフィスビル、商業施設、宿泊施設等と熱供給事業所（区分Ⅰ-2に該当するものを除く）
※2		事業所の全エネルギー使用量に占める地域冷暖房等から供給されるエネルギーの割合が

20％以上
※3		工場、上下水施設、廃棄物処理施設など区分Ⅰ-1、区分Ⅰ-2以外の事業所

（	出典：東京都環境局「大規模事業所への温室効果ガス排出総量削減義務と
排出量取引制度（概要）」2021年6月）

※撮影時のみマスクを外しています
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Q3		トップレベル事業所とはどのような事業所ですか？
　　認定されるとどのようなメリットがありますか？
A3 キャップ＆トレード制度において温暖化対策の取組

み度合いが優れていると知事が認定した事業所のことで

す。200 以上の項目について評価され、合計 80 点以上

の事業所は「トップレベル事業所」、70 点以上では「準

トップレベル事業所」として認定されます。認定される

とトップレベル事業所は削減義務率を 1/2、準トップレ

ベル事業所は 3/4 に軽減されます。設計段階から運用効

果を発揮できる多様な省エネ対策をトップレベル認定ガ

イドラインに示すことで、新築設計時、大規模改修時の

参考指標とした事例も増えてきました。

　なお、省エネ性能等について、設計段階で評価する制

度は他にもありますが、建物の運用段階も含めて評価す

る制度は、世界的にも珍しいです。現在、制度対象事業

所約 1,200 のうち、トップレベル事業所が 35 件、準ト

ップレベル事業所が 29 件認定を受けています（表3）。

Q4		2050年カーボンニュートラル宣言がありました。
　　最後にこの制度の今後の展望についてお願いします。
A4 東京都では現在、未来に向けて気候危機に立ち向か

う行動を加速していこうということで「TIME TO 

ACT」を合言葉に東京発の気候危機行動ムーブメント

を展開しています。具体的には、2050 年ゼロエミッシ

ョン東京の実現に向けて、2030 年までに温室効果ガス

排出量を半減する「カーボンハーフ」を目指しています

（2000 年比）。キャップ & トレード制度についても、こ

れまで通り省エネの取組みを評価しつつ、再生可能エネ

ルギーのさらなる利用拡大につながるような仕組みを検

討していくところです。第 4 計画期間に向けて、どのよ

うに盛り込むかはまだこれからですが、このような取組

みによって、2050 年までに都内全域でゼロエミッショ

ン事業所を実現していきたいと考えています。これから

も事業者の皆さまとの連携を大切にしながら取組みを進

めていきたいと思います。

総量削減義務と排出量取引制度
（キャップ＆トレード制度）
本制度の詳細ならびに最新情報は、東京都環境局の
ホームページをご参照ください。

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/
large_scale/index.html

図1　本制度の2020年度以降の取組みイメージ（第3、第4計画期間）
　　	（出典：東京都環境局「大規模事業所への温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度（概要）」2021年6月）

表3　令和2年度のトップレベル事業所認定を受けた熱供給事業者
認定区分 事業所名（50音順） 所在地 事業者名

トップ
レベル
事業所

池袋地域冷暖房㈱ 豊島区 池袋地域冷暖房㈱
神田駿河台地区熱供
給センター 千代田区 東京都市サービス㈱

東京スカイツリー地域
熱供給施設 墨田区 ㈱東武エネルギーマ

ネジメント

準トップ
レベル
事業所

大崎1丁目地区熱供給
センター 品川区 東京都市サービス㈱

箱崎地区熱供給セン
ター 中央区 東京都市サービス㈱

晴海アイランド地区熱
供給センター 中央区 東京都市サービス㈱

丸の内熱供給㈱	丸の内一
丁目・二丁目センター 千代田区 丸の内熱供給㈱

2002
地球温暖化対策計画書制度

【第１期】

自主的取組みに
よる省エネ推進

再エネ利用による
CO2削減効果を反映

大幅削減に向けた
転換始動期

再エネ自家消費
再エネクレジット

再エネ電力選択による
CO2削減を強化

+
再エネ自家消費
再エネクレジット

再エネ利用による
CO2削減を拡充

脱炭素社会の実現に向け、「省エネ」と
「再エネ利用拡大」の両輪でCO2削減を推進

再エネ自家消費
再エネクレジット

再エネ利用による
CO2削減を定着

需要側のCO2削減の
手段として、

再エネ利用が浸透
低炭素電力選択の仕組み
⇨より活用しやすい
仕組みへ拡充

低炭素電力選択の
仕組み

【第２期】
キャップ＆トレード制度

省エネ＆再エネ省エネ＞再エネ需要側のCO2
削減の考え方

制度における
再エネの取扱

再エネ利用のインセンティブ（削減量）を拡充

大幅削減を定着・展開
する期間

第一に省エネ徹底等でのエネ削減
第二に再エネ等の積極的な活用

【第３期】
脱炭素社会を見据えた
省エネの継続と
再エネ利用の促進

【第４期】
脱炭素社会を見据えた
省エネの継続と
再エネ利用の定着

ゼロエミッション東京

カーボンハーフスタイルの実現

ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
事
業
所
の
実
現

将来の望ましい姿
（イメージ）

◯気候変動対策
方針策定

2007 2010 2015 2020 2025 2030 2050
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連載●世界遺産から見えてくる日本

矢野 和之

縄文文化というと、火炎土器に代

表される縄文土器の存在によって、

力強い土俗的エネルギーに満ちたイ

メージがありますが、この縄文時代

の社会と文化は、人類史的にも注目

に値する一つの類型を示していると

いえます。縄文遺跡の世界遺産登録

でこれまで世界的にはほとんど知ら

れていなかった「縄文文化」が世界

的に発信できました。

日本に現生人類が住み始めたのは、

約 4万年前の旧石器時代で、氷河期

にあたります。1万 6 千年前頃に土

器を使用する定住生活を開始しまし

た。その後、気候変動による環境変

化がありながらも、1万年以上にわ

たって狩猟、漁労、採集および有用

植物の育成や栽培によって定住生活

を維持し続けました。人と人、人と

自然が共生できる社会で、世界的に

も注目すべき文化といえます。

今回世界文化遺産に登録された遺

産は、北海道、北東北のブナ林に代

表される冷温帯広葉樹林帯にあり、

豊かな森林資源や水産資源をもとに、

安定した生活を営んでいた証左とい

える 17 の考古遺跡で構成されてい

ます。その価値は、以下の様々な観

点からの特質が示す通りです。それ

は、①自然資源をうまく利用した生

第 30 回
北海道・北東北の縄文遺跡群

大湯環状列石 ～縄文人の心象風景～

①
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　　 世界遺産 DATA 　　

◆登録名：		北海道・北東北の縄文遺跡群

◆所在地：	北海道千歳市・洞爺湖町・	伊
達市・函館市、青森県外ヶ浜町・
つがる市・弘前市・青森市・
七戸町・八戸市、岩手県一戸町、
秋田県鹿角市・北秋田市

◆登録年：2021年

◆	構成資産：	大平山元遺跡、垣ノ島遺跡、
北黄金貝塚、田小屋野貝塚、
二ツ森貝塚、三内丸山遺跡、
大船遺跡、御所野遺跡、入
江貝塚、小牧野遺跡、伊勢
堂岱遺跡、大湯環状列石、キ
ウス周堤墓群、大森勝山遺
跡、高砂貝塚、亀ヶ岡石器
時代遺跡、是川石器時代遺
跡

　　　　　　※資産総面積	141.9	ha
　　　　　　　緩衝地帯総面積	984.8	ha

◆適用基準
（ⅲ）	現存するか消滅しているかにかかわ

らず、ある文化的伝統又は文明の存
在を伝承する物証として無二の存在
（少なくとも希有な存在）である。

（v）	あるひとつの文化（又は複数の文化）
を特徴づけるような伝統的居住形態
若しくは陸上・海上の土地利用形態
を代表する顕著な見本である。又は、
人類と環境とのふれあいを代表する
顕著な見本である（特に不可逆的な
変化によりその存続が危ぶまれてい
るもの）。

①万座環状列石	全景
②万座環状列石	配石遺構と復元建物
③野中堂環状列石および周辺景観
④野中堂環状列石	日時計状組石
　（1990年頃／撮影：三沢博昭）

②

③

④

（修復建築家・日本イコモス国内委員会事務局長）

文化遺産保護に関わる国際的な非政府組織（NGO）です。
ユネスコの諮問機関として世界遺産登録の調査・評価等の活動も行なっています。
ICOMOS／国際記念物遺跡会議：International	Council	on	Monuments	and	Sites

イコモス
とは

活のあり様を示すこと、②祭祀・儀

礼を通じた精緻で複雑な精神性を示

すこと、③集落の立地と生業との関

係が多様であること、④集落形態を

示すこと、です。

17 の遺跡は、北海道・北東北の 2

万か所を超える縄文遺跡から学術的

価値、保存状態、公的管理の状況な

どから選ばれたもので、「定住の開

始」、「定住の発展」、「定住の成熟」

という集落のあり方の発展を辿るこ

とができます。

その中でも、古くから注目されて

いる大湯環状列石は、秋田県鹿角市

に所在し、大湯川左岸の台地上に位

置する落葉広葉樹林の森に囲まれ、

サケ・マスが遡上する環境の下、生

活するには極めて豊かな土地にあり

ます。縄文時代の中で、定住成熟期

前半（紀元前 2000 〜 1500 年頃）に

置付けられており、共同墓地であり、

祭祀空間である二つの環状列石（ス

トーンサークル）があります。直径

52 ｍの万座環状列石、44 ｍの野中

堂環状列石で、川原石で構成された

配石遺構が 2重の環状に配置されて

います。日時計状組石など太陽の運

行との関係がある配置といわれるも

のもあり、いくつかの集落の共同の

祭祀・儀礼の場と考えられています。

縄文人の生活とその高い精神活動を

示している遺跡として、世界遺産の

資産の一つとなりました。
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［自治体の概要］
札幌市（北海道）
　市域面積：1,121.26㎢
　人口：1,974,629人（令和3年11月現在）
札幌市の都心エネルギープラン
https://www.city.sapporo.jp/kikaku/downtown/energy-index.html

札幌市の持続可能なまちづくりビジ

ョン「都心エネルギープラン」につ

いて、まちづくり政策局都心まちづ

くり推進室の事業調整担当課長 永

井雅規氏、エネルギープロジェクト

担当係長 菅原歩積氏にお話を伺っ

た。

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥
都心エネルギープラン策定の背景か

ら教えてください。

━━札幌市は市域の 6 割が森林で
す。都心部の面積はわずか 0.27％
しかありません。しかし都心部の
CO2 排出量は、市全体の 18.3％を
占めています。全市的な環境対策と
は別に、都心部に特化した CO2 対
策が必要でした。また、札幌市では
1972 年の札幌オリンピックの際に
たくさんのビルが建設され、近年、
建替期を迎えています。この機会に
エネルギー対策を一緒に実施してい
た だ く こ と が 効 果 的 と 考 え て、
2015 年から都心エネルギープラン
の策定を検討してきました。CO2

排出削減だけでなく、非常時でも必

要なエネルギーを確保する強靭化対
策や、訪れる人に快適な街だと思っ
てもらえる、回遊性を高めることで
健康増進にもつなげていこうという
狙いもあり、「低炭素」「強靭化」「快
適・健康」の 3 つの基本方針を持
つプランとなっています。
都心エネルギープランの特徴を教え

てください。

━━ 2 つのプランで構成されてい
ます。2018 年度に策定した「都心
エネルギーマスタープラン」と、
2019 年度に策定した「都心エネル
ギーアクションプラン」です。マス
タープランは、取組みの方針や基本
理念を整理しており、目標年次が
2050 年、計画期間が 2035 年度ま
での計画です。アクションプランは
2030 年度までの中期実施計画で、
前半 5 年の成果や時流を捉え、見
直しをします。
どのように取り組んでいかれるので

しょうか。

━━低炭素化の対策は「建物の省エ
ネルギー化」「エネルギーの面的利

用」「再生可能エネルギー利用」の
3 つで、この積み重ねで 2050 年
までに CO2 排出量を 2012 年比で
80％削減する計画としています 。
プラン策定後にカーボンニュートラ
ル宣言がありましたが、都市の脱炭
素化に向けても、取り組むべき方向
性は共通していると考えています。 
　札幌市は地域熱供給（地域冷暖房）
が札幌駅の南北 128ha に整備され
ていることが大きな特徴で、その活
用を盛り込んでいます。すでに木質
バイオマスやフリークーリングが導
入されており、カーボンニュートラ
ルガスやメタネーションガスの導入
が始まれば一気に脱炭素化が可能に
なりますので、今後も地域熱供給の
普及拡大は重要と考えています。   

「強靭化」「快適・健康」に関しては

いかがでしょうか。

━━「強靭化」に関しては、さっぽ
ろ雪まつりの日に大規模災害が起き
た場合、帰宅困難者が 46,000 人
ほど発生する試算があります。2 月
の屋外避難では凍死者が発生する可

自治体施策西東 環境・エネルギー施策の今②

札 幌 市
全国の自治体等の環境・エネルギー施策を紹介す
る「自治体施策西東」。第二回目は、札幌市の都
心まちづくりと環境・エネルギー施策を一体化し
た取組みについてご紹介します。
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能性が高いので、避難できる屋内空
間とともに、電力や水、熱の供給持
続が必要です。そのための整備を再
開発等にあわせて進めます。また、

「快適・健康」に関しては、歩行環
境の改善に繋がる ロードヒーティ
ングを低炭素な熱源で整備するなど、
四季を通じて 快適で回遊しやすい
街づくりを進めていきます。人々の
健康増進をエネルギーの側面からも
支援していきます。
具体的な推進方法はどのようにお考

えでしょうか。

━━都心エネルギーアクションプラ
ンの範疇になります。例えば「低炭
素で強靭な熱利用」の推進として、
熱導管ネットワーク幹線の整備や、

コージェネレーションを導入したエ
ネルギーセンターの整備について容
積緩和等で支援しているほか、市道
への熱導管敷設については道路占用
料を全額免除しています。今後は再
生可能エネルギーの導入拡大やスマ
ート化によるエネルギー利用の最適
化の推進策も検討していきます。
　また、「都市開発の誘導・調整」
ということで、次年度から「（仮称）
低炭素で持続可能な都市開発誘導推
進制度」をスタートさせる予定です。
一定規模以上の新築建物、大規模建
物改修を対象に、計画の早い段階で
市と事前協議をすることを求める制
度で、低炭素、強靭化、快適・健康
に関する取組みを誘導します。
まちづくりとエネルギーを一体的に

取り扱うというのは全国的にも珍し

い部署です。

━━都心まちづくり推進室は、まち
づくり政策局の前身の企画調整局の
時代、2002 年に設置されました。
都市開発等における調整のワンスト
ップ窓口としてつくられた部署です。

その後、札幌市では 2011 年から
2 年をかけて「エネルギー転換調査」
を実施し、その結果をもって、市全
体のエネルギー施策のほかに、都心
部を対象にしたエネルギー施策の検
討に取り組むこととなり、2013 年
に都心まちづくり推進室にエネルギ
ーの担当セクションが配置されまし
た。その時からまちづくりとエネル
ギーを一体的に扱う体制となりまし
た。
今後の課題と展望をお願いします。

━━今後、都市の脱炭素化に向けて
は、エネルギーがどういう使われ方
をしていて、何のエネルギーを、ど
のように使っていくべきなのか、三
位一体の取組みが必要です。そのた
めには、行政はどのような支援がで
きるのか、札幌という土地の特徴を
踏まえて検討していきたいと考えて
います。また、北海道は再生可能エ
ネルギーのポテンシャルが高いエリ
アなので、周辺自治体との連携も進
めていきたいと考えています。

取材風景（右：永井氏、左：菅原氏）

図　札幌市都心におけるCO2削減に向けた考え方（出典：札幌市「都心エネルギーマスタープラン2018-2050」2018年3月）
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建物の省エネルギー化 ［一次エネルギー消費量原単位 MJ/ ㎡・年］

既存ビル平均
（2013年度基礎調査）

＜従来システム＞
総合効率
40％程度

＜コージェネ＞
総合効率

75～80％程度

電気
エネルギー

電気
エネルギー利用困難な

排熱

利用困難な
排熱

総合損失
熱エネルギー

図　札幌都心の既存ビルと新築ビルの
　　一次エネルギー消費量の差

図　一般的なコージェネの効果

新築ビル
（A社ビル実績）

対策により
30％以上削減

約1,490
MJ/ ㎡・年

約1,080
MJ/ ㎡・年

建物の建替時に高断熱化、自然採光、
外気冷房、設備システムの高効率化な
どの対策を行なうことにより、一次エ
ネルギー消費量を 30％以上削減するこ
とが可能となります。

対策
②

エネルギーの面的利用
分散電源であるコージェネの発電排熱
を地域熱供給によって面的に融通する
ことで、効率的なエネルギー利用が可
能となります。

対策
③

再生可能エネルギー利用
再生可能エネルギーや水素利用等の新技術を活用する
ことで更なるCO2 排出量の削減が可能となります。

※撮影時のみマスクを外しています
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インタビュー
　新・熱供給産業室長	
　野田	太一	氏着任

本年 7 月に熱供給産業室室長に着任された野田太一氏
にインタビュー。これまでのご経歴や熱供給業界に対す
る期待等を伺いました。

── これまでのご経歴を教えてください。

野田　平成 12 年（2000 年）に経済産業省（通商産業省）
に入省しまして、製造産業局や貿易経済協力局におりま

した。また、日本大使館に 2回勤務した経験があり、マ

レーシア、トルコにおりました。直近では、富山県警に

2年間出向しており、7月に現職に着任しました。資源

エネルギー庁での仕事は初めてです。

──�これまでの業務で印象深い出来事などがありました

らご紹介ください。

野田　どの仕事も印象的でしたが、前職の富山県警は経
歴の中では異色で、印象が強いですね。それまで警察と

の係わりは免許証の更新で行くくらいでした。改めて警

察がどういう組織で、どのように動いているのか、内部

から見てよくわかりました。警察がテーマの小説なども、

今までと違う新しい視点で読むことができそうです。

　あと、思い出深いのは雪ですね。熊本出身なので、大

雪を体験したことがなく、2年目の冬、富山では 35 年

ぶりといわれる 1m超えの積雪に見舞われたのは印象深

いです。警察としても交通整理等で大変忙しい時期とな

りました。

News Flash

──�熱供給産業室室長に着任されての今のご所感はいか

がでしょうか。

野田　地球温暖化対策が非常にホットな時期に着任した
という印象です。京都議定書発効の頃に製造産業局で、

代替フロン等の対策に従事しておりました。ただ、現在

は、その頃とは比較にならないくらいの野心的な目標に

なっています。あらゆる分野で革新的な取組みが求めら

れていますし、それは私の所掌の分野でも同様です。

　日本だけでなく、世界的なレベルで社会や経済のあり

方を大きく変える取組みになりますので、しっかり対応

していかなければいけないと感じているところです。

──�最後に熱供給業界への期待、今後の抱負等をお聞か

せください。

野田　カーボンニュートラル実現に向けて、これから制
度の見直し等も含めて、大きな変革期を迎えます。業界

が知恵を集約して事に当たっていくことが必要ですので、

協会には会員事業者とのパイプ役や多様なご提案などを

お願いしたいと思っています。今後の活動に期待してお

ります。

資源エネルギー庁では地域熱供給に関するワークシ
ョップ「はじめての地域熱供給ワークショップ」を開
催します。また、環境・SDG’sをテーマとした展示会

開催！資源エネルギー庁による地域熱供給関連イベント！
ご案内 「エコプロ2021」にPRブースを出展します。ぜひご

参加・ご来場ください（ワークショップは関連業種の
若手・中堅社員等、学生向け）。

野田	太一	氏　Noda	Taichi
経済産業省	資源エネルギー庁
電力・ガス事業部	熱供給産業室室長
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TGESが新宿地域冷暖房センター
50周年記念式典シンポジウムを開催
東京ガスエンジニアリングソリューションズ㈱

（TGES）では、5月 18日、新宿地域冷暖房センター

50周年記念式典シンポジウムをWEB開催しました

（参加者 150名）。冒頭、同社社長�小西康弘氏が、大

気汚染、省エネ・省CO2、BCPと時代が求める街づ

くりのニーズに応えてきた新宿地域冷暖房センター

の歴史を振り返り、これからもスマ―トエネルギー

ネットワークの高度化、エリアマネージメントへの

参画で、職住環境の質の向上、CO2 排出ネットゼロ、�

BCPサービス提供を行なう「アドバンスト�スマー

トエネルギーネットワーク」を推進し貢献したいと

話しました。次いで、基調講演において、芝浦工業

大学教授�村上公哉氏が、地域間競争が激しくなる中、

街が選択されるには行政（公）だけでなく、「公」を

補完・強化する地域冷暖房等「共」の役割が重要と

指摘。最後に特別講演として、建築家の隈研吾氏が

六本木ミッドタウン、歌舞伎座、パリ等国内外の作

品から 2000 年代後半以降、文化、環境、コミュニテ

ィと推移した街づくりのテーマと建築の演出を解説

されました。

日本熱供給事業協会ホームページ http://www.jdhc.or.jp/

「アドバンスト	スマートエネルギーネットワーク」概念図

小西社長 村上教授 隈氏

https://www.tokyogas-es.
co.jp/ShinjukuDHC_50th_
AfterReport/index.html

エコプロ2021〜持続可能な社会の実現に向けて〜
開催日程：	2021年12月8日（水）〜10日（金）
開催場所：	東京ビックサイト（東2、3ホール）＋オンライン
参加登録：	主催者ページ
　　　　（https://eco-pro.com/2021/）
　　　　　からお申込みください。
入 場 料：無料

主催：資源エネルギー庁（事務局：日本熱供給事業協会）
開催日程：	2021年11月下旬〜2022年1月中旬（半日）
　　　　（※詳細は、日本熱供給事業協会HPを参照）
参加方法：	オンライン（職場・自宅等から参加可能）
申込方法：	日本熱供給事業協会HP
　　　　（https://www.jdhc.or.jp/）からお申込みください。
参 加 費：無料

新宿地域冷暖房センター50周年記念式典シンポジウム	プログラム
◆主催者挨拶／プレゼンテーション
「これまでの50年を、次の50年に
　－サステナブルな新宿を、これからも皆様とともに－」
　東京ガスエンジニアリングソリューションズ株式会社
　代表取締役社長　小西	康弘	氏

◆基調講演
「これからの街づくりと地域エネルギー事業の展望
　－都市のシステムデザインの観点から－」
　芝浦工業大学	建築学部	教授　村上	公哉	氏

◆特別講演
「これからの東京、これからの街づくり」
　建築家　隈	研吾	氏

	展示会	ワークショップ

シンポジウムの詳細は下記
Web	サイトをご覧ください。

エネルギー・ICT

CO2ネット・ゼロへの挑戦

スマエネ高度化

エリアマネジメント
への参画

BCPaaSの提供
（さらなるレジリエンス強化）

QOW・QOLの向上
（職住環境の質向上）

サテライト
オフィス 自宅

アドバンスト�スマエネ
開発エリア
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自治体施策西東◆環境・エネルギー施策の今

新電力会社による
地域サービス戦略と
脱炭素への取組み
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札幌市時計台のすぐ近くに、2018年10月に
グランドオープンしたさっぽろ創世スクエ
ア。オフィスや北海道テレビ放送（HTB）、
札幌文化芸術劇場hitaruや図書・情報館など
の公共施設が集約された複合施設である。ビ
ル側で非常用発電機を所持するとともに、中
圧ガス管をつないだコージェネレーション活
用の地域熱供給を採用しており、災害時でも
機能継続が可能。文化発信基地としてだけで
なく、環境や防災にも役立つ施設として、市
政や市民に貢献している。

2021

合津 美智子 原 正樹
パシフィックパワー㈱ 代表取締役社長 湘南電力㈱ 代表取締役社長

×

vol.

この施設は下記エリアで熱供給を受けています

札幌市都心地域
（㈱北海道熱供給公社）

「熱供給」誌を新たに定期購読ご希望の方は、当協会ホームページよりお申込みください（送料含み無料）。

札幌市（まちづくり政策局 都心まちづくり推進室）

さっぽろ創世スクエア

Japan Heat Supply Business Association
〒105-0001 東京都港区虎ノ門2-3-20 虎ノ門YHKビル9階
tel.03-3592-0852 fax.03-3592-0778

日本熱供給事業協会社団
法人

一般

“地域熱供給”のバーチャル工場見学サイトが開設されました！


